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実務動向にあわせて、改訂版！
信託活用スキームも掲載！新たな

   家族信託
コンパクトブック

［編著］

［体裁］

［定価］ 3,630円 (本体：3,300円＋税10％)
 B5判／256頁

弁護士  伊東 大祐　弁護士  伊庭 潔
弁護士  戸田 智彦　税理士  菅野 真美

本書の特長
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ことにより、相談者Ａさんを委託者兼受益者、子Ｃさんを受託者、賃貸ア

パート、上場株式、金銭を信託財産とする信託を設定し、信託契約締結によ

り信託の効力が生じることとします。信託の仕組みは、委託者となる相談者

Ａさんと、Ａさんの子Ｃさんとの契約で作ったうえで、その後の財産の状態

や関係者の状況によって後日変更できるようにしておくことができます。

　信託契約締結により子Ｃさんが受託者として信託財産の管理を開始し、相

談者Ａさんが死亡するまではＡさんを受益者とし、Ａさんが死亡した時点

で、妻Ｂさんが第二次受益者となるという受益者連続型の信託とする方法が

考えられます。受益者連続型の信託は、やや複雑なようにもみえますが、Ａ

さんが元気なうちにＣさんの受託者としての事務が開始されることとして信

託設定の目的に従った信託財産の管理・処分等を軌道にのせるとともに、Ａ

さんが死亡した後、Ｃさんが信託事務を実際に開始するまでの信託財産の管

理の時間の隙間（タイムラグ）が生じないようにすることが可能となります。

本件のように相談者Aさんに子Ｃさんと子Ｄさんがいる場合には、Ｃさんが

受託者としての事務を遂行できなくなった場合に備えて、Ｄさんを第二次受

託者・後継受託者と定めておくことが考えられます。

　相談者Ａさんとその妻Ｂさんの死亡により、信託が終了することとし、Ｃ

さんとＤさんを帰属権利者とすることが考えられます。Ａさんからの財産の

承継については、子２人（ＣさんとＤさん）の関係にも配慮し、それぞれに

均等または状況に応じてＣさん及びＤさんやその家族の納得が得られるよう

な幾分かの差異を設けて承継させるようにし、後日の紛争の可能性をできる

限り排除しておきたいところです。ＣさんとＤさんに、いかなる財産をどの

ように帰属させるのかについては、信託財産だけではなく、信託財産とはし

ないＡさんの財産との兼ね合いも考慮して、家族間で話し合って決めておく

ことが望ましいといえます。信託財産とはしないＡさんの財産（例えばＡさ

んの自宅不動産）については、信託契約とは別個に、公正証書遺言を作成す

るなどして、相続による承継について定めることが考えられます。

　なお、この事例で、仮に、相談者Ａさんの妻Ｂさんが認知症になってい 

るなどの理由で財産管理の能力がない場合において、Ａさんが死亡した後の

Ｂさんのための財産管理等の問題は、配偶者なき後問題といわれていま

《信託スキーム例》

　この事例のように、ご高齢の方が、認知症や身体障がいなどにより財産管

理が不可能または困難になった場合に備えて、信託を活用する方法が考えら

れます。

　例えば、相談者Ａさんが子Ｃさんとの公正証書による信託契約を締結する
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私Ａ
（委託者兼第一次受益者）

妻B
（第二次受益者）

子Cまたは子Ｄ
（受託者）

将来の
財産管理と
承継について
手配して
おきたい

弁護士
（信託監督人または
受益者代理人）

信託財産

預貯金

上場株式

賃貸アパート

株式

賃貸アパート
200m2以下
評価額

8,000万円 
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弁護士のための法務と税務 改訂版

具体的な
信託活用スキーム
計10事例を掲載！

弁護士・税理士に
よる解説だから、
法務から税務まで
一度に確認できる！

委託者・受託者・受益者の
関係や信託活用スキームが

一目でわかり、
相談者への説明資料と
しても活用できる！

こちらも好評発売中！

どの段階で何をする？
業務の流れでわかる！
遺言執行業務＜第２版＞

遺言だけじゃない！？
弁護士だからできる

生前の相続対策のすべて



定価3,630円（本体3,300円＋税10％）
定価4,400円（本体4,000円＋税10％） 
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定価4,070円（本体3,700円＋税10％）[091736] 
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■宛先
〒107 8560
東京都港区南青山2 11 17
第一法規株式会社
　  FAX.0120 302 640

書店印

この申込書は、ハガキに貼るか、

ください。

  

このままFAXで下記宛お送り

キ　リ　ト　リ　線

□公用
□私用

　　　　　 　―　　　　　　　 ―　 　　　　　ＴＥＬ

@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

事務所名

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたし
ます。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを    で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、
弊社ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきまし
ては、お問合せフォーム かフリーダイヤルにてご連絡ください。　フリーダイヤル　　TEL.0120 203 696　　FAX.0120 202 974

お客様の個人情報の
取扱いについて

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用
いただけません。

1万円以下の場合、330円（税込）
3万円以下の場合、440円（税込）
10万円以下の場合、660円（税込）

(https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php)

部
部
部

書　　　　名 価格 部数
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Ⅰ 家族信託について
Ⅱ 弁護士業務と家族信託
Ⅲ 信託活用スキーム
　１  高齢者のための財産管理等
　２  親なき後問題（障がいのある子の将来の生活費）
　３  配偶者の自宅を確保するための信託
　４  民事信託と任意後見の併用

7 37 2

Ⅲ
　信
託
活
用
ス
キ
ー
ム

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

7 37 2

3 税務解説

（１）　信託設定時の課税関係

　ＡとＣが信託契約を締結すると、Ａの有していた金銭、上場株式、賃貸ア

パートはＣに引き渡され、Ｃが受託者としてこれらの財産を信託財産として

所有することになります。しかし、Ｃはこれらの財産をあくまでも信託財産

として形式的に保有するものであることから財産取得時に贈与税はかかりま

せん。またＡが単独で、Ｃに信託し、受益者もＡであることから、税制上

は、信託の前後で信託された財産を有していた者が変わらないと考えられ、

Ａに関して譲渡があったものとみなして所得税等が課されることもありませ

ん（所基通13－５（１））。

　ただし、賃貸不動産に関しては信託されたことから、不動産移転の登録免

許税は課されませんが（登録免許税法７条１項１号）、所有権の信託の登記の

登録免許税は課されます。税率は原則的には0.4％ですが、2026（令和８）年

３月31日までの土地の信託登記の登録免許税の税率は0.3％となります（登録

免許税法別表第１・１（10）イ、租特法72条１項２号）。また、受託者Ｃが取得

した不動産について不動産取得税は課されません（地方税法73条の７第３号）。

（２）　相談者Ａの相続税の留意点

　相談者Ａの相続が生じたことにより、信託の受益者は、ＡからＢに変わり

ます。

　この受益者の変更は、Ａの相続が原因で、無償で受益者となったことから

Ｂは信託財産を遺贈により取得したものとみなされます（相続税法９条の２

第２項）。相続を起因として受益者となったＢは、原則的には、相続の開始

を知った日の翌日から10か月以内に相続税の申告書を被相続人の住所地等の

税務署に提出しなければなりません（相続税法27条）。

　このような場合、Ｂは、財産の取得に際し、相続税が課される可能性があ

りますが、相続税の対象となる財産は、受益権という権利を評価するという

ものではなく、信託財産に属する資産及び負債を取得し、または承継したも

のとみなして相続税の適用を検討することになります（相続税法９条の２第

６項）。

ア　各財産の評価額

　課税標準となるのは、相続時の財産の価額であり、これは財産の取得の時

における時価（相続税法11条の２、22条）のことですが、原則的には、財産評

価基本通達に基づくことになります（財基通１）。

　銀行預金のうち、普通預金の場合は、相続時の預金残高で評価します。

　上場株式の場合は、納税義務者が選択した金融商品取引所の公表する課税

時期の最終価格によって評価しますが、その最終価格が課税時期の属する月

以前３か月間の毎日の最終価格の各月ごとの平均額のうち最も低い価額を超

える場合には、その最も低い価額によって評価することが認められます（財

基通169）。また、相続時期によっては、上場株式以外に配当期待権等を別途

評価する場合もあります（財基通193）。

　賃貸アパートについては、家屋と宅地に区分して相続税評価額を計算しま

す。

　家屋は相続のあった日の属する年の固定資産税評価額に基づき、借家権部

分を控除して評価することになります。算式で表すと

家屋の固定資産税評価額×（１－借家権割合×賃貸割合）

となります。

　宅地については、その宅地が路線価のある地域にあるか否かで評価方法が

異なります。路線価地域の場合、その宅地が面している道路の路線価に地積

を乗じて自用地の評価額を計算しますが、いくつもの道路に面していたり、

宅地の形がいびつであったり、その宅地の利用について規制があるような場

合は、減額がされます。また宅地の上にあるアパートを貸しているような場

合の宅地の評価額は、借家人部分を控除することになります。算式で表すと

自用地の相続税評価額×（１－（借地権割合×借家権割合×賃貸割合））

となり、このような宅地のことを貸家建付地といいます。
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1 信託を使うメリット

①　 相談者Ａのための財産管理について、Ａに判断能力があるうちに、Ａの

判断に基づいて、受託者による管理を開始することができます。

②　 相談者Ａの判断に基づいて、相談者Ａの財産のうちの受託者による管理

を開始したい財産について（相談者Ａの財産の任意の一部について）、受

託者による財産管理を開始することができます。

③　 妻Ｂの将来の生活や医療・介護のために、相談者Ａが、その判断能力の

あるうちに、財産管理の仕組みを作ることができます（財産管理・活用）。

④　 家族・親族の状況に応じて、相談者Ａの意向に沿って柔軟に、子Ｃ及び

Ｄを含めた遺産承継の仕組みを作ることができます（管理から承継へ）。

⑤　 相談者Ａの死後だけでなく、その妻Ｂの死後のＡからの財産の承継につ

いて、相談者Ａがあらかじめ決めることができます（承継）。

⑥　 相談者Ａの判断能力低下がない場合（成年後見制度を使うことができない

場合）でも、信託ならば財産管理に利用することができます（財産管

理）。

2 法務解説

（１）　当事者

ア　委託者

　この事例では、相談者Ａが委託者となります。

　相談者Ａが認知症などにより判断能力が低下していない限り、成年後見制

度を利用することはできませんが、信託であれば、判断能力の低下を要件と

することなく、財産管理を開始することができます。

　なお、配偶者なき後問題の対策としての信託設定の場合（相談者Ａの配偶

者Ｂのための財産管理）、信託契約締結時・信託設定時には、相談者Ａの配偶

者を受益者とするのではなく、相談者Ａが委託者であるとともに受益者とな

る信託を設定し、その妻Ｂについては、相談者Ａの扶養として生活費や医療

費・介護費を支出するようにします。これは、信託契約による信託設定時に

妻Ｂを受益者とすると、その時点で信託財産そのものが贈与された場合と同

様に贈与税が課されることとなってしまうという信託税制が絡む理由から、

実務上、信託設定時ではなく、相談者Ａの死亡時に妻Ｂが受益権を取得する

スキームを組むようにしているものです。相談者Ａが死亡し妻Ｂが受益権を

取得した時点で、妻Ｂに相続税が課されます。

イ　受託者

　相談者Ａの子Ｃを受託者とします。信託契約により信託設定時から子Ｃを

受託者として財産の管理を開始します。

　子Ｃが死亡するなどして受託者としての財産管理などの信託事務の処理を

することができない場合に備えて、子Ｄや相談者Ａの孫を第二次・第三次の

受託者として定めておくスキームも考えられます。この事例のような家族間

での信託設定においては、自然人が受託者となることが多いのですが、自然

人は死亡や病気・事故などの諸事情により受託者としての事務を処理するこ

とができなくなることが想定されますので、信頼できる親族を第二次以降の

受託者として定めて、委託者の意思に基づいて継続的に事務処理ができるよ

うに備えることが望ましいといえます。

　もっとも、仮にＡ・Ｃ間の信託契約によってＤさんが第二次受託者と定め

られていたとしても、Ｄさんは信託契約の当事者ではありませんので、信託

契約自体によって受託者になる義務がＤさんに生じるものではありません。

Ｃさんの受託者としての任務終了後、新受託者となるＤさんが、受託者就任

の承諾をすることにより、Ｄさんが受託者になります（信託法62条１項・２

項参照）。実務的には、信託契約締結までの家族間での話し合いの際に、Ａ

さんとＣさん及びＤさんなどの後継受託者となる方との間で、Ｄさんなどが

第二次受託者・後継受託者となることについて話し合っておくことが考えら

れます４。

4 　第二次受託者・後継受託者となる子も信託契約の当事者となる方法もあります。
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５  不動産（収益物件の管理）で借入債務が発生するケース
６  事業承継信託
７  一般社団法人を活用した不動産賃貸事業の承継
８  遺留分に配慮するため、信託を活用し株式の
    自益権と共益権を柔軟に分ける方法
９  自己信託
10   ペットのための信託

１つの事例に対して、

法務解説・税務解説のほか

契約条項例も掲載！
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　受託者は、原則的には、１年間の信託の所得や財産状態等について記載し

た信託の計算書を翌年１月31日までに提出しなければなりません（所得税法

227条）し、受益者が変更した場合等は、贈与税や相続税の申告納税が生ず

る可能性があることから、受託者は、原則的には、受益者別（受益者として

の権利を現に有する者の存しない信託にあっては、委託者別）の調書を変更のあ

った月の翌月末までに提出しなければなりません（相続税法59条３項）。調書

の提出先は、受託者の事務所の所在地の税務署です。

4 契約条項例

【信託目的をシンプルに記載する例】

第１条　（信託目的）

　本契約の信託目的は、以下のとおりである。

　委託者Ａ（以下「委託者」という。）の別紙信託財産目録記載の財産（以下

「信託財産」という。）を受託者C（以下「当初受託者」という。）または第10条に

定める後継受託者（以下、当初受託者と後継受託者とをあわせて「受託者」とい

う。）が管理または処分することにより

　（１） 　当初受益者Ａ及び第二次受益者Bが安心かつ安定した生活を送れる

ようにすること。

　（２）　帰属権利者Ｃ及び帰属権利者Ｄが財産を承継すること。

【信託目的をより具体的に記載する例】

第１条　（信託目的）

　本契約の信託目的は、以下のとおりである。

　本信託は、委託者Ａの別紙信託財産目録記載の財産（以下「信託財産」とい

う。）を受託者Ｃ（以下「当初受託者」という。）または第〇条に定める後継受

託者（以下、当初受託者と後継受託者とをあわせて「受託者」という。）が管理ま

たは処分その他本信託目的の達成のために必要な行為をして

　（１） 　当初受益者Ａ及び第二次受益者Ｂに対し必要な財産の給付等を行い、

当初受益者A及び第二次受益者Bの財産管理の負担を軽減し、その生活

を支援し、かつ福祉を確保すること。

　（２） 　当初受益者A及び第二次受益者Bが詐欺等の被害に遭うことを予防

し、安全な生活を確保すること。

　（３） 　前各号の目的に抵触しない範囲で帰属権利者C及び帰属権利者Dが財

産を承継すること。

第２条　（信託契約・追加信託）

　委託者は、本契約の締結の日に、前条の目的に基づき、別紙信託財産目録

記載の信託財産を当初受託者に信託し、当初受託者はこれを引き受けた（以

下、本契約に基づく信託を「本信託」という。）。委託者は、受託者と合意し、本

信託に信託財産を追加することができる。

第３条　（信託財産－信託不動産）

１ ．委託者の有する別紙信託財産目録記載２の不動産（以下「信託不動産」と

いう。）の所有権は、本日、受託者に移転する。

２ ．委託者及び受託者は、本契約後、直ちに、信託不動産について本信託を

原因とする所有権移転の登記を申請する。

３．受託者は、前項の登記申請と同時に、信託の登記を申請する。

４．前２項の登記に要する費用は、受託者が信託財産から支出する。

第４条　（信託不動産の瑕疵（契約不適合））

　受託者が、本信託の期間中及び本信託終了後、信託不動産の瑕疵に関して

固有財産から支出したとき、及び信託不動産の瑕疵により生じた損害の責任

を負い第三者に賠償したときは、委託者に対して求償することができる。

第５条　（火災保険）

　委託者は、本契約締結後、直ちに、委託者名義で信託不動産に付保された

火災保険その他損害保険の名義を受託者に変更する。

第６条　（信託財産－金銭）
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